
日南市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例施行規則 (平成29年７月７日規則第17号)

最終改正:

改正内容:平成29年７月７日規則第17号 [平成29年７月７日]

○日南市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例施行規則

平成29年７月７日規則第17号

日南市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条　この規則は、日南市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成29年条例第22号。以下「条例」という。）の施行につい

て必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第２条　この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。

２　この規則において、「基準時」とは、法第３条第２項の規定により、条例第４条又は条例第５条の適用を受けない建築物について、法第３条第

２項の規定により引き続きそれらの規定（それらの規定が改正された場合においては、改正前の規定を含む。）の適用を受けない期間の始期

をいう。

（用途の制限）

第３条　条例別表第２ロ欄第２号の規定により規則で定める建築物は、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。以下「令」という。）第130条

の３及び第130条の５の３に掲げるものとする。

２　条例別表第２ロ欄第４号の規定により規則で定める建築物は、令第130条の５に掲げるものとする。

（許可の申請等）

第４条　条例第10条第１項の規定による許可（以下「許可」という。）を受けようとする者は、許可申請書（別記様式第１号）正本及び副本それぞれ

に申請の理由書、建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第１条の３第１項の表１の（い）項に掲げる付近見取図、配置図、各階平

面図、字図及び市長が必要と認める図書を添えて市長に申請しなければならない。

２　市長は、前項の申請に基づき許可をしたときは許可通知書（別記様式第２号）に同項の副本及びその添付図書を添えて、申請者に通知する

ものとする。

３　市長は、第１項の申請に基づき許可をしないときは、許可しない旨の通知書（別記様式第３号）に、第１項の副本及びその添付図書を添えて、

申請者に通知するものとする。

４　市長は、第２項の許可に必要な条件を付けることができる。

（許可の取消し）

第５条　許可を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該許可を取り消すことができる。

(１)　虚偽の申請その他不正な行為によって許可を受けたとき。

(２)　許可に付けた条件に違反したとき。

(３)　許可に係る建築物の設計変更について第６条の規定に違反したとき。

（許可内容の変更）

第６条　許可を受けた者は、その許可を受けた内容を工事完了前に変更しようとするときは、第４条の規定に準じて市長の許可を受けなければ

ならない。ただし、市長が既に許可を受けた事項の範囲内であると認めてその変更を承認したときは、この限りではない。

２　前項ただし書きの規定による承認を受けようとする者は、設計変更承認申請書（別記様式第４号）の正本及び副本に、当該変更に係る図書を

添えて、市長に提出するものとする。

３　市長は、前項の規定による申請を承認したときは、設計変更承認通知書（別記様式第５号）により、許可をしないときはその理由を記載した文

書により、当該申請者に通知するものとする。

（建築主変更届）

第７条　許可を受けた建築物の工事完了前に、当該許可に係る建築物の建築主又は建築主の住所に変更があったときは、変更前の建築主

は、建築主変更届（別記様式第６号）に許可通知書を添付して市長に届け出なければならない。

（申請の取り下げ届）

第８条　第５条第１項の規定により許可申請書を提出した者が、市長が許可等の処分をする前に申請を取り下げようとするときは、取り下げ届

（別記様式第７号）により市長に届け出なければならない。

（工事の取りやめ届）

第９条　許可を受けた建築物の建築主は、当該建築物の工事を取りやめたときは、取りやめ届（別記様式第８号）に許可通知書を添付して、市

長に届け出なければならない。

（既存の建築物に対する制限の緩和）

第10条　法第３条第２項の規定により条例第４条の規定の適用を受けない建築物について条例第11条の規則で定める範囲は、増築及び改築

については、次に定めるところによる。

(１)　増築又は改築が基準時における敷地内におけるものであり、かつ、増築又は改築後における延べ面積及び建築面積が基準時における

敷地面積に対してそれぞれ法第52条第１項から第８項まで及び条例第５条並びに法第53条及び条例第６条の規定に適合すること。

(２)　増築後の床面積の合計は、基準時における床面積の合計の1.2倍を超えないこと。

(３)　増築後の条例第４条の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の床面積の合計は、基準時におけるその部分の床面積の合計の

1.2倍を超えないこと。

（補則）



第11条　この規則の施行について、必要な事項は市長が別に定める。

附　則

この規則は、公布の日から施行する。



別記



様式第１号（第４条関係）







様式第２号（第４条関係）



様式第３号（第４条関係）



様式第４号（第６条関係）



様式第５号（第６条関係）



様式第６号（第７条関係）



様式第７号（第８条関係）



様式第８号（第９条関係）


